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●近年、自然災害が頻発・激甚化しており、生命や財産、社会経済に甚大な被害が生じている。
●都市再生特別措置法の一部改正（令和２年６月）により、立地適正化計画に「防災指針」を
定めることが規定。

■ 防災指針の概要

ハザード情報 都市情報
（組み合わせる情報） 分析の視点

防災指針とは・・・

居住誘導区域内の防災・安全確保に関する
対策の指針

関連計画との関係

居住誘導区域を対象とする

●立地適正化計画の防災指針は、災害リスクをできる限り回避あるいは低減させるため、必要な
防災・減災対策を計画的に実施していくことを目指すもの。

■防災指針の対象

■想定されるハザード

■防災指針の位置づけ

■災害リスクの分析

●本市で想定される災害ハザード

①津波 ②高潮 ③洪水（外水）④ため池 ⑤地震 ⑥土砂災害

●災害ハザード情報と都市情報を重ね合わせることにより、誘導区域等における災害リスクを
分析し、課題を抽出する。

災害ハザード情報と都市情報の重ね合わせ
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①津 波

②高 潮

③洪 水

●海岸付近の広いエリア
に津波による浸水が想定
されている。
●浸水想定区域内で一定
の人口や都市機能の集積
がある状態。
●浸水想定区域内には、
要配慮者利用施設や低層
の建物も多く存在してお
り、避難困難者が生じる
などのリスクもある。
●多喜浜駅周辺などは、
特に浸水深が深く、また
付近に利用できる避難所
も多くない状態。

●人口や都市機能施設が
集積するエリアにも津波
によるリスクが存在し、
要配慮者をはじめ、市民
の命を守るための対策を
進める必要がある。
●津波のリスクの高いエ
リアに人口が集積してい
ることもあり、早期に安
全を確保できる場所への
避難が求められる。
●早期避難には、日頃か
ら避難路の確認や避難行
動訓練など認識しておく
ことが求められる。

●高潮浸水により都市機
能施設の継続的活用が困
難となる可能性がある。
●海岸付近のエリアでは、
高いリスクが存在し、海
岸保全施設の整備などの
ハード対策を進める必要
がある。
●事前の早期避難が可能
となるように、避難路や
安全な場所の確保など適
切な避難行動が求められ
る。

●海岸付近の広いエリア
で浸水が想定され、浸水
想定区域内で一定の人口
や都市機能の集積がある。
●浸水想定区域内には低
層の建物も多く存在して
いることから、一定の避
難困難者が生じるなどの
リスクもある。
●多喜浜駅周辺などは、
特に浸水深が深く、また
付近に利用できる避難所
も多くない状態。

●居住誘導区域の大部分
で浸水が予測されており、
人口や都市機能の集積と
も重なっている。
●一部地域は家屋倒壊等
氾濫想定区域に指定され
ており、特に河川沿いの
住宅等の倒壊リスクがあ
る。
●洪水発災時に使用可能
な避難所が、付近に存在
しないエリアもある。

●家屋倒壊等氾濫想定区
域内にある建物は、倒壊
により垂直避難が困難と
なる。
●過去に浸水したエリア
は再度浸水する可能性も
あるため、避難対策の認
識を持つことも求められ
る。
●市街地内の広い範囲で
浸水が予測され、河川関
連のハード対策や円滑な
避難促進などソフト対策
を市全体で展開すること
が求められる。

状況 課題

状況 課題

状況 課題

■ 災害リスク分析、課題の抽出
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④ため池

⑤地 震

⑥土砂災害

●居住誘導区域の複数の
箇所で、ため池が決壊し
た場合の浸水が予測され
ている。
●浸水想定区域内には、
人口及び一部の都市機能
が集積している。
●浸水想定区域内には高
齢者も一定数居住してお
り、使用可能な避難所が
付近に存在しないエリア
もある。

●居住誘導区域の特定
の箇所では、幅広く浸
水被害が想定されてお
り、高齢者を含めた居
住者の避難確保が求め
られる。
●災害リスクの軽減に
向けた、ため池の耐震
整備を進める必要があ
る。

●市内全域で、大規模
地震発災による液状化
被害のリスクが高い状
態。
●市街地内の建物につ
いては築年数が古く、
木造の建物も多く存在
するため、発災による
被害の拡大が懸念され
る

●市内全域で地震によ
る液状化リスクが高く、
避難に支障が出ること
が予測される。
●古い建物などの多い
住宅地やインフラの耐
震対策などを進める必
要がある。

●居住誘導区域は、ほ
ぼ全域で土砂災害は想
定されない。
●居住誘導区域外では、
山際付近において、土
砂災害警戒区域（イエ
ローゾーン）・土砂災
害特別警戒区域（レッ
ドゾーン）が指定され
ており、その中には人
口集積や都市機能が立
地している箇所も存在
する。

●主に山際付近で土砂
災害のリスクが存在し、
特に住宅や都市機能が
存在するエリアでは、
十分な対策が求められ
る。
●土砂災害特別警戒区
域においては、災害リ
スクに応じた必要な予
防策を講じていく必要
がある。

状況 課題

状況 課題

状況 課題

■災害リスク分析結果（概況）
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■ 具体的な取組

■取組方針に基づいた具体的な取組項目
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■ 取組スケジュール
※取組項目抜粋
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■ 防災まちづくりの将来像と取組方針

災害に強い、しなやかなまちなか居住の形成

②まちなか居住の実現のための安全・安心な住環境づくり

③市全体及び広域での取組の展開

■防災指針の基本的な考え方
立地適正化計画の防災指針では、居住誘導区域や都市機能誘導区域に関連する防災対策を
中心に記載しますが、本市では「新居浜市国土強靭化地域計画」や「新居浜市地域防災計
画」をはじめとする防災分野の計画の推進により、全市的な防災対策を図っていく。
●防災まちづくりの将来像・取組方針

想定される災害リスクへの防災対策を確実に推進及び促進するとともに、地域全体にとっ
ての拠り所となる防災拠点の強化・整備を進め,住宅以外にも施設や事業所が多く存在する
エリアにおいては、行政・住民・事業者などの関係主体が連携し、一体となって総合的な
防災対策を進めていきます。

■立地適正化計画の防災指針における取組方針

将来に渡り居住地としての機能を維持し、安全・安心に住み続けることができるまちなか
居住を、防災面から強化していくために、居住誘導区域における災害リスクの低減に資す
るインフラの整備などのハード対策や、災害リスクの回避に資する避難体制の構築などの
ソフト対策を進めていきます。

「新居浜市国土強靭化地域計画」や「新居浜市地域防災計画」等に基づいた対策の推進と
リスクの高いエリアから居住誘導区域への長期的な居住誘導に向けた対策を検討します。
国領川水系や東川水系の流域治水プロジェクトなど、国・県・市、企業、市民が協働し、
各主体との連携により広い範囲で対策に取組んでいきます。

①市街地における災害に強い拠点エリアの形成

■ 防災まちづくりにおける目標値

●居住機能や都市機能の適正な誘導を図るとともに、災害リスクを踏まえ、具体的な取組の計画
的な進行管理を図るため、以下に関する評価指標と目標値を設定。
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